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序     文 
 

ブルンジ共和国は、1962 年にベルギーから独立以降、フツ族とツチ族の抗争が絶えず、インフ

ラの整備及びメンテナンスが十分に行われていませんでした。人口の 90%が居住する地方部にお

けるインフラの改善は必須であり、特に地方部と首都ブジュンブラをつなぐ交通手段を担うブル

ンジ公共交通公社（OTRACO）は、内戦の影響でバスの適切な維持管理が行われず、車両や整備

機材、施設の老朽化も進行していました。 

上記の背景を受け、わが国は 2006 年度に緊急開発調査「ブジュンブラ市都市交通改善計画調

査」を実施し、そのなかで、ブルンジ共和国の上記の OTRACO の将来計画として、運行及び維

持管理に関するデータ整備、予防保全、運行部門と維持管理部門間の情報共有、人材育成・適正

配置などを改善することを提案しました。これを受け OTRACO をカウンターパート機関とした

「公共交通公社運営能力再生プロジェクト」が先方政府より要請され、独立行政法人国際協力機

構（JICA）は「OTRACO のバス運行サービスの質・量の向上」を目的とした技術協力プロジェク

ト「公共交通公社運営能力再生プロジェクト」を 2009 年 4 月から 3 年 3 カ月、実施してきました。 

 2012 年 6 月に本プロジェクトが終了することから、JICA は 2012 年 6 月に終了時評価調査を実

施し、本プロジェクトの活動実績や目標達成度、成果、今後の課題などを調査、分析、確認し、

評価 5 項目の観点から評価を行うとともに、ブルンジ共和国側と協議、共有したうえで協議議事

録に取りまとめました。本報告書は、今回の調査結果を取りまとめたものです。 

 終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げる次第で

す。 

 

平成 24 年 12 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部長 三浦 和紀 
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プロジェクト対象地域地図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ブルンジ共和国基礎情報 
■ 首都：ブジュンブラ市 ■ 言語：キルンジ語（国語）、フランス語（公用語） 

■ 面積：2 万 7,800km2 ■ 人口：780 万人（2006 年） 

■ 通貨：ルワンダフラン（1 米ドル＝1,200 ブルンジフラン 2009 年） 

■ 経済指標：GDP（国民総生産）8 億ドル（100 ドル/人、2006 年） 

経済成長率：5.1％（2006）、主要産業：農業（コーヒー、茶など）、物価上昇率：-8.4％

（2006） 

■ 宗教：カトリック（65％）、プロテスタント（10％）、伝統宗教（23％） 

■ 自然状況：東西約 210km、南北約 250km、標高 800～2,600m で起伏に富んでおり、その大部分が

1,500m の高原である。熱帯に位置するものの、山岳地帯であるため、標高によっては熱帯雨林気

候から山岳気候まで多様である。 
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OTRACO 本社駐車場 修理作業を行う整備士たち 
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略 語 正式名称 日本語 

C/P Counterpart カウンターパート 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構

M/M Menutes of Meeting  協議議事録（ミニッツ） 

MTPE Ministry of Transport, Public Works and Equipment 運輸・公共事業・機材省 

ONATRACOM Office National Des Transport en Commun, Rwanda ルワンダ公共交通公社 

OTRACO Office Des Transports en Commun, Burundi  ブルンジ公共交通公社 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・

マトリックス 

PO Plan of Operations 活動計画表 

PRSP Poverty Reduction Strategy Paper 貧困削減戦略文書 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ブルンジ共和国 案件名：公共交通公社運営能力再生プロジェクト 

 

分野：運輸交通 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済基盤開発部  

運輸交通・情報通信第二課 

協力金額（評価時点）：3 億 4,500 万円 

 

協力  

期間

（R/D）：  

2009年 4月 1日～2012 年 3月 31日 

（延長）：  

2012年 4月 1日～2012 年 7月 1日 

先方関係機関：運輸・公共事業・機材省（MTPE）、

ブルンジ公共交通公社（OTRACO） 

日本側協力機関：  

他の関連協力：緊急開発調査「ブジュンブラ市都

市交通改善計画調査」2006 年、無償資金協力「公

共輸送改善計画」2009 年 

１－１ 協力の背景と概要 

 ブルンジ共和国（以下、「ブルンジ」と記す）は、1962 年にベルギーから独立以降、フツ族と

ツチ族の抗争が絶えず、インフラの整備及びメンテナンスが十分に行われてこなかった。2006

年9月に10 年以上続いた内戦が終結し、貧困削減戦略ペーパー（Poverty Reduction Strategy Paper：

PRSP）の目標の 1 つである「持続的公平な成長の振興」を達成するため、ブルンジはインフラ

の整備及びメンテナンスに関する取り組むこととなった。上記の取り組みの1つとして、人口の

90％が居住する地方部におけるインフラの改善は必須であり、特に地方部と首都ブジュンブラ

をつなぐ交通手段においてはバスの発展が優先課題となる。 

 ブルンジにおけるバスのほとんどの路線を担っているブルンジ公共交通公社（Office Des 

Transports en Commun, Burundi：OTRACO）は、内戦前には 100 台超のバスを有しブルンジ全土

にバス運行サービスを提供していたものの、内戦によりバスの適切な維持管理が行われず、車

両や整備機材、施設の老朽化も進行している。 

以上の背景より、わが国は 2006 年度緊急開発調査「ブジュンブラ市都市交通改善計画調査」

のなかで、OTRACO の将来計画として、運行及び維持管理に関するデータ整備、予防保全、運

行部門と維持管理部門間の情報共有、人材育成・適正配置などを改善することを提案した。こ

れを受け、JICA は 2009 年 4 月から 3 年 3 カ月を協力期間とし、「OTRACO のバス運行サービス

の質・量の向上」を目的とした技術協力プロジェクト「公共交通公社運営能力再生プロジェク

ト」を開始した。 

 また、本プロジェクトと関連する協力プロジェクトとして、無償資金協力「公共輸送改善計

画」により 2009 年度に OTRACO に対して 86 台のバスが供与された。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトでは、ブルンジの公共交通公社の組織強化及び職員の能力強化を図り、それ

を基盤として、OTRACO のバス運行サービスの質・量の向上をめざすものである。 

(1) 上位目標：公共交通機関の構築により住民の移動が円滑になる。 

(2) プロジェクト目標： OTRACO のバス運行サービスの質・量が向上する。 
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(3) 成果 

1) OTRACO のバス運営能力が向上する。 

2) OTRACO のバス維持管理能力が向上する。 

3) OTRACO の運行管理能力が向上する。 

4) OTRACO の支社の機能が再建される。 

(4) 投入（評価時点） 

日本側：総投入額 3 億 4,500 万円 

長期専門家派遣のべ：延べ 3 名   

短期専門家派遣のべ：延べ 3 名 総計 75.50 人/月 

研修員受入 ： 7 名 機材供与        ： 5,710 万 1,010 円  

ローカルコスト負担： 1,616 万 5,000 円    

ブルンジ側  ：総投入額 0 円 

カウンターパート配置： 7 名 土地・施設提供  ： 執務室  

 ＊外貨レート換算（OANDA http：//www.oanda.com/. 2012 年 7 月 2 日のレートを使用）

２．評価調査団の概要 

日本側 担当分野 氏 名 所 属 

総括 三宅 繁輝 JICA 経済基盤開発部運輸交通・情報通信第二課課長 

協力計画 金子 祐太朗 JICA 経済基盤開発部運輸交通・情報通信第二課職員 

評価分析 山田 千晶 ペガサスエンジニアリング株式会社 

通訳 安土 和夫 財団法人日本国際協力センター 

ブルンジ側 氏 名 所 属 

Mr. Philbert NSANSAMAHORO 運輸・公共事業・機材省 運輸局長顧問 

Mr. Nibitegeka HERMENEGILDE ブルンジ公共交通公社（OTRACO）局長 

調査期間 2012 年 6 月 3 日 2012 年 6 月 17 日 評価種類 終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

プロジェクト目標の達成度 

運行サービスの質の改善を除き、プロジェクト目標はおおむね達成されていると判断できる。

改定されたバス運行管理計画に基づき、運行路線エリアが拡大され、バスの運行頻度も

増加した結果、OTRACO によるバス路線は国土の約 8 割を網羅するようになった。また、

OTRACO バスの乗客数は、プロジェクトが開始された 2009 年の 137 名から 2011 年は 1,582

名と約 11 倍に増加した。2012 年は 1,701 名に増加すると予測される。プロジェクト期間中

に実施された研修により、整備士や運転手の能力・プロの意識の向上がみられた。また、

適切なバスの運行管理や運行時間の遵守が可能になり、更には冠婚葬祭の送迎サービスな

どの新たなサービスが開始されるなど、OTRACO 自体が大きなプラスの変化を遂げた。 

一方、2012 年 1 月に実施されたベースライン調査によると、OTRACO はバスの乗り継ぎ

状況、目的地までの所要（移動）時間、運行の規則性などの点で民間企業より劣っている

部分があることが確認されている。今後は、乗り継ぎ状況を改善するために市内に駐車場

を数箇所確保する、運転手に安全運転を徹底する、バス停の数を増やすなど課題に取り組
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むことにより乗客に対するサービスを向上していくことが必要である。 

 

アウトプットの達成度 

アウトプット 1： 

おおむね達成されている。 

無償資金協力により 86 台のバスが整備され、データベースやベースライン調査結果に基

づいたバス運行管理計画が改定された。それによりバスの路線数や運行本数が増加し、プ

ロジェクトが終了する 2012 年にはバスの乗客数がプロジェクト開始年（2009 年）に比べ、

著しく増加すると予想される。一方、バス運行管理計画に沿って本社では適切な人員配置

がなされたものの、3 支社においてはいまだ人員配置が十分ではなく、改善点が確認されて

いる。予算に関しては、予算計画に基づき予算が執行されている。OTRACO の収入は、補

助金も含まれているものの、2012 年にはプロジェクト開始時に比べ約 3 倍となることが予

想される（14 億 2,200 万ブルンジフラン/2009 年、39 億 7,600 万ブルンジフラン/2012 年）。

また、2011 年からは自己資金によりバス車両を新規購入しており、2015 年前の中長期計画

書によると毎年数台の車両購入を予定している。 

 

アウトプット 2： 

十分に達成されている。 

研修により、整備士は自身の能力や技術に自信や責任をもつようになった。また、運転

手に対し内部研修を実施し、バスの簡易的修理方法などの技術移転を行った。 

定期点検、車両修理方法、部品管理に関する維持管理マニュアルが改訂されたことによ

り、維持管理部内の 5 課の業務内容が明確になった。プロジェクト開始前は、バス運行前

後に定期的な車両点検を実施しておらず、車両が故障した際に限り修理を行っていた。プ

ロジェクト活動を通じ、維持管理マニュアルに基づいた運行前後の点検、そして定期的な

車両点検が実施されるなど、維持管理システムが構築された。また点検・修理に使用する

部品を分類し、配置することにより、容易に在庫部品の種類や数を把握できるようになっ

た。 

 

アウトプット 3： 

部分的に達成されている。 

プロジェクト開始前はバス運行管理計画に必要なバスのデータを継続的にとっておら

ず、個人の経験に基づく判断でバスの運行計画が立てられていた。しかし、個人の経験に

基づく計画・管理では、維持管理やサービスの質を一定に保つことができなかったため、3

種類のバス運行管理ツールを整備し、それらを用いて得られたデータに基づく運行管理方

法を取り入れることになった。その結果、運行管理能力が向上した一方で、ツールを用い

たことにより、運行管理の現状の問題点、それに対応する戦略設計、管理の見直し方法な

どが明確となった。課題として、統計課をはじめとする運行部内及び維持管理部の連携を

今後更に強化していく必要があり、またこれらの運行管理ツールを OTRACO の組織全体で

効率的に運用するには更なる時間を要する。バス運行サービスの向上という点では運行数
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が増加したことに伴い、事故の発生件数も増加しているため、運転手に対して安全運転に

関する訓練を実施するようになり、プロジェクト終了後もこのような活動を継続していく

必要がある。 

 

アウトプット 4： 

十分に達成されている。 

プロジェクト開始時はンゴジ支社でバス 1 路線のみ運行されており、実質支社は機能し

ていなかった。その後、2010 年にギテガ支社、2012 年にブルリ支社が開設された。終了時

評価時点では、ギテガ支社 25 路線、ンゴジ支社 16 路線、ブルリ支社 8 路線におけるバス

の運行が確認されている。支社の財務・運営管理に関しては、いまだブジュンブラ本社が

行っているものの、冠婚葬祭のためのレンタカーや送迎スクールバスなどの新たなサービ

スを開始したほか、支社判断による路線作成を含む運行管理、小規模の車両維持管理も行

われていることから、支社機能は再建されたといえる。現在、4 つ目の支社を開設する計画

があり、今後は支社の数が増える可能性がある。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性：高い 

ブルンジの貧困削減戦略文書（PRSP）の「経済成長のための環境整備」において、「交通

インフラの修復と近代化」が重要課題の 1 つとして挙げられている。また、「運輸・公共事

業・機材省セクター政策書 2006～2010」においても 2010 年までに全国レベルでの国民のア

クセス改善を達成目標に挙げるなど、国家政策と合致している。わが国の対ブルンジ支援

においては、2006 年に二国間協力の再開に向けた政策協議が行われ、ブルンジに対し横断

的投入として「インフラ整備と人材育成」を実施し、インフラ整備の一環として、運輸・

交通分野を支援することで合意している。ブルンジには既存の鉄道路線がなく、バスによ

る移動が唯一の交通手段になっている。OTRACO 以外にバス民間企業が多く存在するもの

の、採算制の悪い地方路線にはバスを運行していないため、地方へ移動する際には OTRACO

に頼るしかない。OTRACO のバス運営管理、バス維持管理、バス運行管理に関する能力を

向上すると同時に、3 支社の機能を再活性することはバスの運行サービスを質的及び量的に

向上させるための最も適したアプローチである。このように本プロジェクトはブルンジ政

府の政策、わが国の対ブルンジ援助政策及び国民のニーズに合致し、プロジェクトアプロ

ーチについても適切である。 

 

(2) 有効性：中程度 

アウトプット 1 はバスの運営能力の向上、アウトプット2は維持管理能力の向上、アウト

プット 3 は運行管理能力の向上、そしてアウトプット 4 は支社の再建をめざしている。4 つ

のアウトプットはそれぞれプロジェクト目標の達成に貢献はしているものの、バス停の不

足、バスの駐車場が限られているため乗り継ぎが悪いなど「バス運行サービスの質の向上」

において検討すべき課題が残っている。アウトプットが産出されれば、プロジェクト目標

が達成されるという論理性が不十分であったため、有効性は中程度であると判断される。 
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(3) 効率性：比較的高い 

プロジェクト期間中に OTRACO と類似性の高いルワンダのバス公社、ルワンダ公共交通

公社（Office National Des Transport en Commun, Rwanda：ONATRACOM）と合同で実施した

技術交換セミナーでは、双方による活発な意見交換が行われた。また、キャパシティアセ

スメントを実施することで、OTRACO の職員及び組織全体の課題が明確になり、バスの運

行管理計画における課題が認識され、その課題を克服するためにはどのようなアプローチ

が必要なのかが具体的になった。カウンターパート（Counterpart：C/P）が要請していた分

野及びコミュニケーション能力の高い専門家が派遣されたことは活動の貢献要因でもあ

る。したがって、プロジェクト期間中に行われた投入によってアウトプットの実績の達成

に貢献したといえる。しかし、現段階では、運行管理計画の作成手段を確立されただけで

あり、計画が現状に対して適切だったのかをプロジェクト期間内に明らかにすることがで

きていない。ただし、アウトプット達成のために取り組むべき課題は明確になっているこ

とから、効率性は比較的高いと判断される。 

 

(4) インパクト：比較的高い  

運営能力及び運行管理能力の向上、86 台のバス供与によりバスの路線数や運行本数を維

持するとともに、補助金やレンタカー及び車検サービスによる収益を安定させれば、上位

目標の達成の可能性は高いといえる。 

本調査でのインタビューや質問票を通じて確認された波及効果は以下のとおりである。 

・研修をとおし整備士が技術に自信をもち始めたほか、技術が定着するための自発的研修

を整備士だけでなく、運転手にも行うようになった。 

・運行本数及び路線数の拡張により、乗客数が著しく増大した。 

現時点では、プロジェクトによるマイナスのインパクトは確認されていない。上記のと

おり、いくつかのインパクトが発現しているため、インパクトは比較的高いと判断される。

 

(5) 持続性：中程度 

政策面：運輸・公共事業・機材省（Ministry of Transport, Public Works and Equipment：MTPE）

の傘下である OTRACO の使命は「バスを用いて人々の運搬を行う」ことである。

「運輸・公共事業・機材省セクター政策書 2006～2010」においては、OTRACO は

全国レベルで国民のアクセスを改善するための実施機関として定められている。

現時点で、OTRACO の民営化の計画がないことから、同社の政策面での位置づけ

は当面変化しないと予測される。 

組織面：運行サービスを維持していくために長期雇用のためのインセンティブの設置、プ

ロジェクトをとおして得た技術の定着化のための再活性化研修の実施が必要であ

る。 

財政面：本プロジェクトにより、赤字路線の数、その金額を把握することにより、各路線

に対して収支データを算出することが可能となった。そのようなデータが入手可

能になったため、OTRACO は政府に対し、具体的な補助金金額を申請することが

できるようになった。今後、プロジェクトで得たものを継続させていくにあたり、
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OTRACO 自身による収益を安定させるとともに、地方を含む全赤字路線を賄える

補助金が政府より支給されることが重要となる。 

技術面：本プロジェクトによる技術協力で移転された技術や知識は OTRACO 職員のニーズ

に即したものであるが、技術の定着には時間を要す。技術的持続性を確保するた

めには、継続的な努力が必要である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

ワーキンググループ（Working Group：WG）の採用：プロジェクト開始時に、部門ごとに

WG を組織化した。WG がプロジェクトからセクションへの情報共有、問題点の整理・議論、

それを受けての活動の改善を担当した結果、プロジェクト活動はスムーズかつ効率的に実

施された。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

特に要因は確認されていない。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

運行管理計画専門家の派遣期間：運行管理専門家が派遣されたことにより、バス運行管

理能力向上に寄与したものの、2 年目からの採用であったことから OTRACO 職員への技術

移転の時間が不十分であり、プロジェクトを通じて作成された運行管理ツールを OTRACO

の組織全体で効率的に運用にはもう少し時間を要する。プロジェクト終了時までに、ツー

ル活用の確実な定着を図る。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

事故の保険処理担当者の配置：86 台のバス供与によって路線数の拡大などを図れた反面、

2011 年には 95 件の事故が発生した。保険処理や車両修理などの対応業務にかなりの時間を

要したため、プロジェクトの提案により保険処理の担当者を配置することとなった。その

結果、事故後の対応や車両修理が迅速かつ円滑になった。また、事故の発生を減らすため

に普段からの車両整備や運転手への安全教育を行うことで問題の解決に至った。 

 

３－５ 結論 

結論としてプロジェクト終了時までに、プロジェクト目標である「OTRACO のバス運行サー

ビスの質・量が向上する」はおおむね達成されるといえる。評価 5 項目に関し、妥当性、効率

性、インパクトは満足のいくものであった。一方、有効性は十分とはいえず、更なるサービス

の質の向上が望まれる。持続性の確保に関して、技術の定着や収益の安定のために、OTRACO

はプロジェクトによる成果を維持する努力が必要となる。成果を維持し、解決すべき課題が克

服されれば、上位目標が達成される見込みは高い。 
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３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

(1) OTRACO に対する提言 

1) 不採算路線の継続の判断 

OTRACO は運行している収益性が低いが、地域間の足を確保するうえで社会的意義が

大きい路線は、運賃による収益と公益性のトレードオフから慢性的な不採算路線となる

傾向が高い。不採算路線は経営面のみで評価した場合、廃止する方が合理的と判断され

てしまうが、ブルンジ国民の移動手段を確保することは公的機関に求められる役割であ

り、関係省庁や裨益住民の意見も参考とし、不採算路線であっても極力維持していくこ

とが望ましい。 

2) 収支データに基づいた補助金の申請 

公益性のため維持していくことが重要と考えられる不採算路線については必要経費を

確保しなければならない。本プロジェクトによって収支データを各路線に対して算出す

ることが可能となったため、当データに基づき根拠を示したうえで補助金を申請するプ

ロセスを確立することが望ましい。 

3) スペアパーツ購入、車両更新にかかる費用の予算計上 

2010 年に日本より供与されたバスは、約 2 年分のスペアパーツも含まれている。しか

しながら、それらの枯渇後、損傷箇所、交換部品が一斉に増えることが予想される。同

様に、損傷箇所の放置は更なる故障を引き起こし、バスの老朽化を著しく早める。これ

を最小化するためには、2012 年度において 2 万 5,000 万ブルンジフラン（予測値）の部

品予算措置を行う必要がある。また、すべてのバスを維持していく場合、2012 年度を基

準とし、年率 5％程度増加を見込んだ部品予算措置を行うことが必要であることから、維

持管理費と更新費を比較し、廃車か更新かを判断することが重要である。 

 

(2) 運輸・公共事業・機材省に対する提言 

1) 必要な路線及びサービス水準の策定 

上記(1)において提言したとおり、不採算路線でも維持していくことが重要と考えられ

る路線を定義するため、ブルンジ国民が最低限確保されるべき移動の権利とそれを満た

すバスのサービス水準について明確にする必要がある。上記のサービス水準を決定して

いく際には、ブルンジ国民のニーズと OTRACO 側のリソースを十分に把握したうえで、

市民側の負担（運賃）及び公的機関の負担（補助金）について双方が過度な負担になら

ないよう調整するのが望ましい。 

2) 補助金の確保と OTRACO の経営体質の管理 

上記(2) 1)で定めた路線とサービス水準はシビルミニマムを満たすために必要なもので

あるため、これを保持していくために必要な経費は補助金として確保することが必須で

ある。その際、上記(1) 2)にて OTRACO にも提言したとおり、OTRACO からはデータに

よって必要な補助金が申請される必要があるが、OTRACO が過度に補助金に頼った経営

体質にならないよう、定期的に路線、サービス水準及び経営状況についてチェックを行

うシステムを構築することが重要である。 
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３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

(1) バス公社によるバスサービスに対する先方政府の認識 

本プロジェクトの先方実施機関のような公的機関などが運行する公共バスサービスは、

市場の原理では供給されない収益性の低い箇所（特に地方）においても市民の足が確保さ

れることが国や自治体の政策として重要である、という前提のもとで成り立っている。し

たがって、バス公社による経営努力は重要であるものの、経営努力で賄いきれない部分に

ついては国や自治体が必要な負担（補助金や免税・減税措置など）をしなくてはならない。

以上より、先方政府に対して上記の認識を確認し、適切な政府の支援がなされるよう配

慮する必要がある。 

 

(2) バス公社の経営状態を悪化させる外部要因 

上述した国による負担（補助金や免税・減税措置など）が適切に行われていたとしても、

開発途上国においてはバス公社の経営状態を悪化させるさまざまな外部要因が存在し、そ

れらのリスクをどのように取るかを確認する必要がある。以下に本プロジェクトを通じて

得られた教訓を記載する。 

1) 舗装状態による車両の故障 

道路（特に地方道路）の舗装状態が劣悪なため、このような道路を走行することでバ

ス車両が頻繁に故障し、修理費が嵩むことが多発する。道路の舗装状態の改善を先方政

府に求めることも重要であるが、修理費との兼ね合いでバス車両をより強固なものにす

るなどの工夫が求められる。 

2) スペアパーツなどの他国からの輸入 

内陸国やメーカーの販売店がない国では、スペアパーツや燃料などを他国から輸入し

なければならない場合があり、それらの値段が高くなっている。卸売業者を経由しない

で購入する、大量購入することで単価を抑えるなどの工夫が求められる。 

3) 民間企業組合の存在 

上述したとおり、公共バスサービスは民間企業が多く参入しており、それらの民間企

業が組合を形成している場合がある。組合が政治家へのロビー活動を行った結果、民間

企業に優位となるような政策（好立地なバスターミナルの使用を民間企業のみに認める

など）が実施される場合があり、民間企業と先方実施機関が平等に扱われるよう先方実

施機関経営陣の政治家などへのアピールが重要である。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 終了時評価調査の経緯・目的 

ブルンジ共和国（以下、「ブルンジ」と記す）は、1962 年にベルギーから独立以降、フツ族と

ツチ族の抗争が絶えず、インフラの整備及びメンテナンスが十分に行われてこなかった。2006 年

9 月に 10 年以上続いた内戦が終結し、貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy Paper：PRSP）

の目標の 1 つである「持続的公平な成長の振興」を達成するため、ブルンジはインフラの整備及

びメンテナンスに関する取り組むこととなった。上記の取り組みの 1 つとして、人口の 90％が居

住する地方部におけるインフラの改善は必須であり、特に地方部と首都ブジュンブラをつなぐ交

通手段においてはバスの発展が優先課題となる。 

 ブルンジにおけるバスのほとんどの路線を担っているブルンジ公共交通公社（Office Des 

Transports en Commun, Burundi：OTRACO）は、内戦前には 100 台超のバスを有しブルンジ全土に

バス運行サービスを提供していたものの、内戦によりバスの適切な維持管理が行われず、車両や

整備機材、施設の老朽化も進行した。 

以上の背景より、わが国は 2006 年度緊急開発調査「ブジュンブラ市都市交通改善計画調査」

のなかで、OTRACO の将来計画として、運行及び維持管理に関するデータ整備、予防保全、運行

部門と維持管理部門間の情報共有、人材育成・適正配置などを改善することを提案した。これを

受け OTRACO をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とした「公共交通公社運営能力再生

プロジェクト」が先方政府より要請され、JICA は 2009 年 4 月から 3 年 3 カ月を協力期間とし、

「OTRACO のバス運行サービスの質・量の向上」を目的とした技術協力プロジェクト「公共交通

公社運営能力再生プロジェクト」を開始した。 

 また、本プロジェクトと関連する協力プロジェクトとして、無償資金協力「公共輸送改善計画」

により 2009 年度に OTRACO に対して 86 台のバスが供与された。 

 

１－２ 調査団の構成 

(1) 日本側調査団 

 担当分野 氏 名 所 属 

1 総括 三宅 繁輝 JICA 経済基盤開発部運輸交通・情報通信第二課課長 

2 協力計画 金子 祐太朗 JICA 経済基盤開発部運輸交通・情報通信第二課 

3 評価分析 山田 千晶 ペガサスエンジニアリング株式会社 

4 通訳 安土 和夫 財団法人日本国際協力センター 

 

(2) ブルンジ側調査団 

 氏 名 所 属 

1 Mr. Philbert NSANSAMAHORO 運輸・公共事業・機材省 運輸局長顧問 

2 Mr. Nibitegeka HERMENEGILDE ブルンジ公共交通公社（OTRACO）局長 
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１－３ 調査日程 

現地調査は、2012 年 6 月 4 日から 6 月 15 日までの期間で実施された。 

調査日程の概要は、以下のとおりである。 

 月日 曜日 業務日程 宿泊 

1 6 月 4 日 月 （山田団員、安土団員 ブルンジ着） ブジュンブラ 

2 6 月 5 日 火 

OTRACO 総裁への表敬 

日本人専門家へのインタビュー 

JICA ブルンジフィールドオフィス打合せ 

ブルンジ側調査団打合せ 

ブジュンブラ 

3 6 月 6 日 水 
OTRACO ギテガ支社視察 

支社長及び整備士/運転士へのインタビュー 

ブジュンブラ 

4 6 月 7 日 木 
OTRACO ンゴジ支社視察 

支社長及び整備士/運転士へのインタビュー 

ブジュンブラ 

5 6 月 8 日 金 

OTRACO 5 部門（運行部、財務部、運営・法務部、 

フォローアップ・評価部、維持管理部）、OTRACO 

ブルリ支社長及び運転士/整備士へのインタビュー 

ブジュンブラ 

6 6 月 9 日 土 データ集計、情報整理 ブジュンブラ 

7 6 月 10 日 日 データ集計、情報整理 ブジュンブラ 

8 6 月 11 日 月 

（三宅団長、金子団員 ブルンジ着） 

OTRACO 5 部門（運行部、財務部、運営・法務部、 

フォローアップ・評価部、維持管理部）へのインタビ

ュー 

OTRACO 本社内視察 

運輸・公共事業・機材省大臣への表敬及び意見交換 

ブジュンブラ 

9 6 月 12 日 火 

合同評価調査団団内協議 

OTRACO 本社内視察 

市内バスターミナル視察 

ブジュンブラ 

10 6 月 13 日 水 

財務省大臣への表敬訪問及び意見交換 

合同評価調査団団内協議 

合同評価レポートの最終化 

ブジュンブラ 

11 6 月 14 日 木 
合同評価レポート署名 

JCC 開催 

ブジュンブラ 

12 6 月 15 日 金 

（三宅団長、金子団員、山田団員、安土団員 ブルン

ジ発） 

JICA ケニア事務所へ報告 

在ケニア日本大使館へ報告 

ナイロビ 
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１－４ 主要面談者 

(1) 運輸・公共事業・機材省（MTPE） 

Mr. Moise BUCUMI 大臣 

Mr. Jean Claude NDUWAYO 大臣補佐 

Mr. Vincent BAKIRE-NZOYISABA 事務次官 

Mr. Athanase MBONABUCA 運輸局長 

 

(2) 財務省 

Mr. TABU Abdallah MANIRAKIZA 財務大臣 

Mr. Japhet Nehemie NDORICIMPA 財務大臣補佐 

 

(3) ブルンジ公共交通公社（OTRACO） 

Mr. Nicodème NIZIYIMANA 総裁 

Mr. Herménégilde NIBITEGEKA 局長 

Ms. Martine SABUSHIMIKE 財務部長 

Ms. Sylvie MUNENE 運営・法務部長 

Mr. Xavier MVANO  運行部長 

Mr. Gabriel NYANDWI フォローアップ・評価部長 

Mr. Juvénal BANGIRINAMA 維持管理部長 

Mr. Emmanuel MBAYAHAGA ギテガ支社長 

Mr. Gahungu GENTILPATERNE ンコジ支社長 

Mr. Cervais BARUTWANAYO ブルリ支社長 

 

(4) 公共交通公社運営能力再生プロジェクト 

嶽石 正典 専門家 チーフアドバイザー/バス運行運営 

永井 正 専門家 バス運行管理 

鵜澤 幸二 専門家 バス維持管理 

標 夏樹 専門家 財務・管理 

 

(5) 在ケニア日本大使館 

山田 洋一郎 公使 

秋山 義典 書記官 

石原 利映 書記官 

 

(6) JICA ケニア事務所 

江口 秀夫 所長 

木村 聖 職員 

 

(7) JICA ブルンジフィールドオフィス 

庄司 光一 フィールドオフィス所長 

佐々木 美和 企画調査員 
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１－５ 対象プロジェクトの概要 

(1) 協力期間 

2009 年 4 月 1 日～2012 年 7 月 1 日（約 3 年 3 カ月）1  

 

(2) カウンターパート（C/P）機関 

運輸・公共事業・機材省（Ministry of Transport, Public Works and Equipment：MTPE） 

OTRACO 

 

(3) プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）概要（Version 1） 

上位目標：公共交通機関の構築により住民の移動が円滑になる。 

プロジェクト目標： OTRACO のバス運行サービスの質・量が向上する。 

アウトプット：1) OTRACO のバス運営能力が向上する。 

2) OTRACO のバス維持管理能力が向上する。 

3) OTRACO のバス運行管理能力が向上する。 

4) OTRACO の支社機能が再建される。 

                                                        
1 当初、プロジェクト期間は 3 年間であったが、先方実施機関の要請により 3 カ月の延長となった。 
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第２章 終了時評価調査の方法 
 

２－１ 終了時評価調査のプロセス 

 本評価調査は、以下 3 つのステップにより実施した。 

 

 

 

 

 

 第 1 ステップでは、プロジェクトによる自己評価として、プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス（Project Design Matrix：PDM）及び活動計画表（Plan of Operations：PO）に沿った活動・ア

ウトプット・プロジェクト目標実績表、専門家や機材・研修などの投入実績表がプロジェクトに

より作成された。 

 第 2 ステップでは、本調査団の評価分析団員が他団員より１週間先行し、プロジェクト専門家

をはじめとするプロジェクト関係者へのインタビューを実施した。インタビューの一部において

は、ブルンジ評価団員も参加した。その結果を基に、プロジェクトの活動やアウトプットなどの

評価及び分析を行った。 

 第 3 ステップでは、日本・ブルンジ側調査団員により、合同評価調査を実施した。第 1 ステッ

プ及び第 2 ステップにて行われたプロジェクト自己評価及び評価分析団員による評価結果を基に、

評価 5 項目に沿って本プロジェクトのプロジェクト目標及びアウトプットの達成状況を確認し、

プロジェクト終了に向けて提言を行い、今後の類似案件実施のための教訓を抽出した。 

 

２－２ データ収集方法 

 本評価調査における主なデータ収集方法及び情報源は以下のとおりである。 

・Record of Discussion、PDM 及び PO 

・業務完了/プロジェクト事業進捗報告書、活動/アウトプット/プロジェクト目標実績表 

・日本人専門家及び OTRACO 関係者への質問票調査 

・ブルンジ運輸・公共事業・機材省大臣への表敬訪問と意見交換 

・ブルンジ財務省大臣への表敬訪問と意見交換 

・ブルンジ OTRACO 関係者へのインタビュー 

・日本人専門家へのインタビュー 

・本社及びギテガ/ンゴジ支社の直接観察 

 

２－３ 評価項目  

２－３－１ プロジェクトの実績の検証 

PDM 及び PO に基づき、投入は計画どおり実施されたか（計画値との比較）、成果は計画

どおり達成されたか（目標値との比較）、プロジェクト目標は達成されるか（目標値との比較）、

上位目標は達成の見込みがあるか（目標値との比較）を検証する。 

 

 

第 1 ステップ：

プロジェクト

自己評価 

第 2 ステップ：  

コンサルタント

（評価分析）評価 

第 3 ステップ：  

日本・ブルンジ合同

評価 
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２－３－２ 実施プロセスの検証 

活動は計画どおりに実施されたか、プロジェクトのマネジメント体制に問題はなかったか、

相手国実施機関や C/P のプロジェクトに対する認識は高いか、プロジェクトの実施過程で生

じている問題や効果発現に影響を与えた要因は何か、などを検証する。 

 

２－３－３ 評価 5 項目の検証 

「２－３－１ プロジェクトの実績の検証」「２－３－２ 実施プロセスの検証」の結果

を基にデータを解釈し、プロジェクトを評価 5 項目の観点から検証する。 

 

 

項 目 視 点 

妥当性 

プロジェクトのめざす効果（プロジェクト目標や上位目標）が相手国及び日

本の政策との整合性はあるか、受益者のニーズと合致しているかという観点

から検討する。 

有効性 
プロジェクト目標の達成度合い、アウトプットとプロジェクト目標の因果関

係という観点から検討する。 

効率性 
プロジェクトの投入によるアウトプットの程度について、投入のタイミン

グ、質、量という観点から妥当であったかを検討する。 

インパクト 
プロジェクト実施によりもたらされる波及効果（上位目標を含む）について、

プロジェクト開始当初予期していなかった効果も含め検討する。 

持続性 
プロジェクト終了後、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みがある

かという点について、政策・制度・財政・技術的な観点から検討する。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

 プロジェクト実施期間である 2009 年 3 月 1 日から 2012 年 4 月 30 日までの日本・ブルンジ国  

側双方の投入実績は以下のとおりである。 

詳細については、評価調査結果要約表を参照。 

 

３－１－１ 日本側の投入実績 

項 目 実 績 

日本人専門家派遣

長期専門家 3 名［チーフアドバイザー/バス運行運営、業務調整（2 名）］ 

短期専門家 3 名（バス維持管理、バス運行管理、財務運営） 

計 6 名 / 計 75.50 人/月 

資機材 
小型バス車両 4 台、スペアーパーツ一式他（市内 OTRACO 保有バス車両

改修工事 1 カ所、OTRACO 敷地内洗車場建設含む）5,710 万 1,010 円 

本邦研修 計 7 名（2012 年 1 月）於 福島交通株式会社 

ローカルコスト 執行額：1,616 万 5,000 円 

協力案件 
2009 年 無償資金協力「公共輸送改善計画」 

（バス 86 台と車両の維持管理用機材を供与） 

 

３－１－２ ブルンジ側の投入実績 

項 目 実 績 

カウンターパート

配置 

総裁 1 名 

局長   1 名 

維持管理部長  1 名 

運行部長 1 名 

運営・法務部長   1 名 

財務部長 1 名 

フォローアップ・評価部長 1 名 

支援要員 

2009 年度 通訳 9 名（うち 1 名は秘書兼務） 

2010 年度 通訳 5 名（うち 1 名は秘書兼務） 

2011 年度 通訳 3 名（うち 1 名は秘書兼務） 

施設の提供 C/P 機関である OTRACO 本社内にプロジェクトの執務室が確保された。 

 

３－２ 活動実績 

 プロジェクトの主な活動実績は、付属資料 2 を参照。 



 
 

－8－ 

３－３ アウトプットの実績 

 

アウトプット 1  OTRACO のバス運営能力が向上する。 

 プロジェクト開始時（2009 年）と比較し、2011 年の OTRACO の収入は約 2.3 倍であった（3.5 上

位目標達成の見込みを参照）。これは、バスの路線数や運行本数が増えたことに伴い、バスの乗客数

も増加したためである。また、車検やドライバー付きのレンタカーなどの新たなサービスの提供も

開始した。補助金による援助はあるものの、収益の増加によって OTORACO の決済は単年度ベース

で黒字に転じた。予算計画に基づいた予算が執行され、自己資金によって 2011 年に 6 台の新車を購

入し、2012 年も 7 台の車両を購入予定である。以上のことから、OTRACO のバス運営能力は向上

したといえる。 

指標 1－1：達成済み 

運行計画が向上する。 

 

 

 バス運行データベースや利用者のニーズに基づいてバス運行管理

計画が改訂された。改定されたバス運行計画は、ブルンジの現状に

即したものである。OTRACO はこの計画にのっとり、バスの路線数

や運行回数を単に増加させただけではなく、人々のニーズに合った

バスの運行を調整するようになった。バスの乗客数が増加したこと

から、バス運行管理計画は改善されたといえる。下記の表のとおり、

バス路線及び運行本数の増加が確認されている。 

 
（単位： 路線数） 

      年

路線名 
2009/2010 2011 2012 

地方路線バス 22 79 79

市内バス 11 24 24

スクールバス 12 38 38

国際線バス 0 1(*1) 1(*2)

不定期バス 0 36(*3) 36(*3)

合計 45 178 178
*1：ブジュンブラ – キガリ路線  
*2：ブジュンブラ – ダルエスサラーム路線 
*3：市場利用者からの要請により運行している不定期路線 
出所：プロジェクトチーム作成の表を基に終了時評価調査団により作成

 
 （単位：1,000 人）

      年 

運行本数 
2009 2010 2011 2012 

地方路線バス 0.4 0.9 2.2 2.4

市内バス 
2.2 4.9

7.8 8.4

スクールバス 18.8 20.2

その他 0 0 1.2 1.3

合計 2.6 5.8 30.0 32.3
   出所：プロジェクトチーム作成の表を基に終了時評価調査団により作成
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指標 1－2：おおむね達成済み

計画に沿って人員が配置さ

れる。 

 

 

 日本人専門家や C/P への質問票の回答によると、職員の配置場所

や配置人数は人員計画に基づいて行われた。しかし、今後 OTRACO

は、3 支社（ギテガ、ゴジ、ブルリ）にフォローアップ・評価部に

職員を配置する必要があると感じている。それゆえ、人員配置につ

いては継続して検討していく必要がある。 

指標 1－3：達成済み 

計画に基づき予算が執行さ

れる。 

 

 

 日本人専門家へのインタビューによると、財務部門は当面の予算

計画について把握しており、計画に基づいた予算執行管理や財務会

計ができている。 

 

アウトプット 2 OTRACO のバス維持管理能力が向上する。 

 研修により、整備士は自身の能力や技術に自信や責任をもつようになった。また、運転手に対し

内部研修を実施し、バスの簡易的修理方法などの技術移転を行った。 

定期点検、車両修理方法、部品管理に関する維持管理マニュアルが改訂されたことにより、維持

管理部内の 5 課の業務内容が明確になった。プロジェクト開始前は、バス運行前後に定期的な車両

点検を実施しておらず、車両が故障した際に限り修理を行っていた。プロジェクト活動を通じ、維

持管理マニュアルに基づいた運行前後の点検、そして定期的な車両点検が実施されるなど、維持管

理システムが構築された。また点検・修理に使用する部品を分類し、配置することにより、容易に

在庫部品の種類や数を把握できるようになった。 

指標 2－1：達成済み 

維持管理担当者の能力が向

上する。 

 

 維持管理部のおのおのの役割が明確になった。整備士は自分たち

の役割を理解しているだけでなく、バスの維持管理のために何をす

べきかを理解している。 

定期点検セミナーや車両整備セミナーを行い、整備士は車体構造

の問題点や燃料装置の構造などの知識を習得した。日本人専門家か

らの報告書によると、定期点検にかかる時間がプロジェクト開始時

に比べ大幅に短縮されたことが分かった。点検の内容及び質はプロ

ジェクト以前より改善されているにもかかわらず、時間が短縮され

たということは、整備士の技術が向上したといえる。 

また、運転手は、日常点検セミナーや故障予防セミナーを開催に

参加し、バスの点検方法や運転における注意点についての知識を習

得した。 

OTRACO のバス運行に関するデータを一元化し管理するために

新しく統計課を設置した。整備部に属する 5 つの課から提出された

整備日誌をコンピューターに入力し、路線バスの状態や整備状況を

把握できるようになるなど、データ管理能力が向上した。 

本社及び支社へ訪問・視察した際、車両整備工場や倉庫は整理整

頓されており、また、点検・修理に使用する部品を分類・保管され

ているなど、仕事環境が変化していることが分かった。 

指標 2－2：達成済み 

バス維持管理マニュアルが

改善される。 

 

 維持管理マニュアル作成された。これにより、普段の整備・点検

や車両に不具合が発生した場合などの緊急時の対応に関して、各課

の作業内容や手順が明確になった。 
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指標 2－3：達成済み 

手順書に基づいた維持管理

が行われる。 

 

 部品の在庫管理を行うことにより、在庫切れを防ぐとともに、部

品調達に必要な予算計上を行えるようになった。常に在庫があるこ

とから、部品不足による修理時間の長期化が改善された。 

整備作業に関して、部品の仕分け・整理を行うことによって部品

の紛失を防ぎ、また、作業指示方法を、黒板を使うことによって改

善した。この結果、整備士の整備に対する認識や理解が高まり、作

業の効率性が上がった。 

 故障を未然に防ぐために、マニュアルに沿った定期点検及び日常

点検が運行前に実施されるようになった。さらに、運転技術の向上

を目的とした運転研修が運転手に対し実施された。運転手は運転手

の制限速度厳守、安全運転を心がけている。 

 

アウトプット 3 OTRACO のバス運行管理能力が向上する。 

 プロジェクト開始前はバス運行管理計画に必要なバスのデータを継続的にとっておらず、個人の

経験に基づく判断でバスの運行計画が立てられていた。しかし、個人の経験に基づく計画・管理で

は、維持管理やサービスの質を一定に保つことができなかったため、3 種類のバス運行管理ツール

を整備し、それらを用いて得られたデータに基づく運行管理方法を取り入れることになった。その

結果、運行管理能力が向上した一方で、ツールを用いたことにより、運行管理の現状の問題点、そ

れに対応する戦略設計、管理の見直し方法などが明確となった。課題として、統計課をはじめとす

る運行部内及び維持管理部の連携を今後更に強化していく必要があり、またこれらの運行管理ツー

ルを OTRACO の組織全体で効率的に運用するには更なる時間を要する。バス運行サービスの向上

という点では運行数が増加したことに伴い、事故の発生件数も増加しているため、運転手に対して

安全運転に関する訓練を実施するようになり、プロジェクト終了後もこのような活動を継続してい

く必要がある。 

指標 3－1：部分的に達成済み

運行管理能力の質が向上す

る。 

 

 

 乗客数、燃料消費量、運行回数、人々のニーズなどの統計データ

に基づき、路線ごとに適したサイズの車両配置を行うようになった。

また、統計で得られたニーズや道路状況を用いて時刻表を作成した。

OTRACO はバス発着所を 3 カ所保有しており、これまでは民間に

貸与していたが、そこをバス発着所兼駐車場にすることでコスト低

減を図った。現在、1 カ所は駐車場に使用され、もう 1 カ所は駐車

場として活用するために整備中である。残りの 1 カ所は貸与契約の

問題で裁判中である。 

指標 3－2：部分的に達成済み

バス運行サービスの質が向

上する。 

 

 

下記の表より、2011 年にはバスによる事故が多発していることが

確認できる。その理由として 86 台のバスが供与された結果、バスの

運行本数が増えたことが挙げられる。また、運転手がこれまで使用

してきたバスはほとんどが右ハンドルであったが、供与されたバス

は左ハンドルであったため、運転時の感覚が変化したことが事故を

引き起こした原因の 1 つと推測できる。 

事故対策として、2011 年の終わりから運転手に対して集中的に研

修が実施され、その結果、整備士は制限速度厳守及び安全運転を心

がけるようになった。  
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 （単位：件数） 

 2009 2010 2011 2012
*1

 

事故数 29 10 95 18 

*1：1 月～4 月 

 出所：プロジェクトチーム作成の表を基に終了時評価調査団により作成

 

アウトプット 4 OTRACO の支社機能が再建される。 

 プロジェクト開始時はンゴジ支社でバス 1 路線のみ運行されており、実質支社は機能していなか

った。その後、2010 年にギテガ支社、2012 年にブルリ支社が開設された。支社の財務・運営管理は

いまだブジュンブラ本社が行っているものの、冠婚葬祭のためのレンタカーや送迎スクールバスな

どの新たなサービスを開始したほか、支社判断による路線作成を含む運行管理、小規模の車両維持

管理も行われていることから、支社機能は再建されたといえる。現在、4 つ目の支社を開設する計

画があり、今後は支社の数が増える可能性がある。 

 

支社名 
業務

開始年

路線数 

（2009） 

路線数 

（2012）

バス所有数 

（サイズ
*1
） 

備考 

ギテガ 2010 0 23 
大型 4 台  

小型 4 台 

無償資金協力により、2010 年に機材を供

与される。 

ンゴジ 2008 1 12 
中型 1 台 

小型 4 台 

OTRACO による設備の修理と施設の改

修及び拡張が行われた。  

ブルリ 2012 0 15 小型 2 台 
支社長は、バスの台数を増やし、運行路

線の増加に意欲的である。  
*1：大型：62 人乗り 中型：45 人乗り 小型：14 人及び 30 人乗り 
出所：プロジェクトチーム作成の表を基に終了時評価調査団により作成 

 

指標 4－1：達成済み 

支社計画が再建される。 

 

 

 3 支社再建計画が実施された。今後、支社はバス路線を増加する

意向である。現在、タンザニアとの国境の町、チャンクオに支社を

設置する計画を進めている。 

指標 4－2：達成済み 

支社によるサービスが再開

される。 

 

 

 上記表のとおり、3 支社が既にバス運行を開始している。支社の

業務機能は、規模は小さいものの、本社とほぼ類似している。冠婚

葬祭のためのレンタカーや送迎スクールバスなどの新たなサービス

も開始された。 
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３－４ プロジェクト目標の達成状況 

 

プロジェクト目標 OTRACO のバス運行サービスの質・量が向上する。 

 改定されたバス運行管理計画に基づき、運行路線エリアが拡大され、バスの運行頻度も増加した

結果、OTRACO によるバス路線は国土の約 8 割を網羅するようになった。また、OTRACO バスの

乗客数は、プロジェクトが開始された 2009 年の 137 名から 2011 年は 1,582 名と約 11 倍に増加した。

2012 年は 1,701 名に増加すると予測される（2009 年は 7 月～12 月、2012 年は 1 月～4 月における乗

客数）。 

プロジェクト期間中に実施された研修により、整備士や運転手の能力・プロの意識の向上がみら

れた。また、適切なバスの運行管理や運行時間の遵守が可能になり、更には冠婚葬祭の送迎サービ

スなどの新たなサービスが開始されるなど、OTRACO 自体が大きなプラスの変化を遂げた。 

一方、2012 年 1 月に実施されたベースライン調査によると、OTRACO はバスの乗り継ぎ状況、

バス停の数、運行の規則性などの点で民間企業より劣っている部分があることが確認されている。

今後は、乗り継ぎ状況を改善するために市内に駐車場を数箇所確保する、運転手に安全運転を徹底

する、バス停の数を増やすなど課題に取り組むことにより乗客に対するサービスを向上していくこ

とが必要である。 

指標 1：達成済み 

バスの乗客数が増加す

る。 

 

（単位：1,000 人） 

年 

乗客数 
2009*1 2010 2011 2012*2 

地方路線バス 29 67 147 158 

市内バス 
107 282 

507 545 

スクールバス 836 899 

その他 （支社等） 0 0 92 99 

合計 136 349 1,582 1,701 
*1：7 月～12 月  *2：1 月～5 月 
出所：プロジェクトチーム作成の表を基に終了時評価調査団により作成 

指標 2：達成済み 

OTRACO のサービスの

質が向上する。 

 

 

安全運行技術コースを実施した結果、道路交通法を順守する意識が高

まった。バスの乗客は大型バスの導入により座席の確保が容易になった

こと、バスの待ち時間が短くなったこと及び地方路線が増加したことに

満足している。運転手の運転技術の向上、主要都市と地方都市間を運行

する地方路線バスの増加も把握された。 
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３－５ 上位目標の達成見込み 

 

上位目標 公共交通機関の構築により住民の移動が円滑になる。 

OTRACO 及び日本人専門家へのインタビューによりいくつかの正のインパクトの発現が確認さ

れた。整備士の間では、技術を維持するために自発的に内部研修が実施された。彼らは自分たちの

技術に自信をもち始めている。また、新たな収入創出活動として、冠婚葬祭用のレンタカーサービ

スが開始された。これは OTRACO のアイデアであり、彼らは常に収入を増加する方法を考えるよ

うになった。プロジェクト終了後も OTRACO が安定した経営をし、バスの運行本数や路線を維持

すれば、上位目標は達成できると考えられる。 

指標 1：達成済み 

バスの乗客数が増加す

る。 

 

達成状況 

プロジェクト目標の実績で述べたように、バスの乗客は 2011 年以降増

加している。これはバスの運行本数及び路線数が増えたことによる結果

であり、プロジェクト終了後もこれらを維持するとともに、サービスの

質を向上することによって乗客数を維持させる必要がある。 

指標 2：達成済み 

OTRACO の収支が向上

する。 

達成状況 

下記の表のとおり、2011 年及び 2012 年に数台の車両を新たに調達した

にもかかわらず、OTRACO の収支は黒字を示している。 

 

（単位：100 万ブルンジフラン） 

年 

 

OTRACO の財政状況 

2008 2009 2010 2011 2012（推測）

収入（1～4 の合計） 1,765 1,422 1,359 3,255 3,976

1 バス運行 1,132 744 715 2,375 3,145

2 車検サービス 228 286 276 500 320

3 補助金 290 290 290 237 258

4 その他
*1

 115 102 78 143 227

支出（1～3 の合計） 1,766 1,467 1,396 2,719
*2

 3,910
*3

1 直接人件費 201 251 285 381 481

2 スペアーパーツ 223 281 171 34 250

3 その他 1,342 935 940 2,304 3,179

差額（収入－支出） -1 -45 -37 +536 +66
*1：レンタカーサービス、駐車場リース、OTRACO 所有の廃車を民間に販売などによる収入 
*2：小型バス 5 台及び業務車両 1 台の購入費用を含む。 
*3：小型バス 7 台を購入するための予算を含む。 
出所：プロジェクトチーム作成の表を基に終了時評価調査団により作成 
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３－６ 実施プロセスの検証 

(1) 意思決定 

プロジェクト期間中に、合計 14 回2の合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）

が開催された。そのなかで各部の進捗報告だけでなく、次年度の活動報告や財政報告なども

行われた。また、ワーキンググループ会議も年に数回開催され、C/P の意見をプロジェクト

へ反映させた。日本人専門家のインタビューによると、ほとんどの C/P がプロジェクト活動

に積極的に関与したという。これは、プロジェクトの活動を実施するにあたり貢献要因と考

えられる。 

 

(2) コミュニケーション 

日本人専門家や C/P へのインタビューにより、プロジェクト期間中、日本人専門家と C/P

または C/P の間でコミュニケーションが円滑に行われ、プロジェクトの情報や意見などを必

要に応じて共有できていたことが確認された。情報の共有を効率的に行えなかったという意

見が一部の関係者から挙げられたものの、C/P の努力の甲斐もあり特に大きな問題は発現し

なかった。 

 

(3) モニタリング・評価の実施 

日本人専門家が赴任の際には、活動の進捗状況を把握するためのモニタリングを実施した。

モニタリング結果を WG で共有し、そのなかの問題点に関して議論、対応を行った。モニタ

リング方法は、C/P へのインタビューと統計課によるデータチェックにより行われた。バス

運行サービスに関しては、バス路線運行ツールやバス車両管理ツールをモニタリングに用い

た。 

 

(4) ワーキンググループ（WG）の採用  

プロジェクト開始時に、部門ごとに WG を組織化した。WG がプロジェクトからセクショ

ンへの情報共有、問題点の整理・議論、それを受けての活動の改善を担当した結果、プロジ

ェクト活動はスムーズかつ効率的に実施された。 

 

(5) 統計課の設置   

バス台数が増加したことによりバスの運行管理及び維持管理に関連するデータの管理が

難しくなったため、OTRACO は統計課を設置した。統計課は、維持管理部の 4 課（点検、整

備、部品、運行）から提出される管理日報を統計課のデータベースに入力を開始した。運行

部はデータベースから管理記録を入手し、車両の状態や整備情報を正確に理解できるように

なった。 

                                                        
2 各部（維持管理部、運行部、経理部など）の JCC を含む。 
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第４章 評価 5 項目 
 

４－１ 妥当性 

 本プロジェクトは、ターゲットグループ、ブルンジの政策及びわが国の対ブルンジ援助方針と

合致しているとともに、国民のニーズとも整合性を有しており、その実施における妥当性は「高

い」と考えられる。 

 

(1) ブルンジの政策との整合性 

ブルンジでは、PRSP が 2006 年に作成された。PRSP では、住民の持続的な経済発展・貧

困削減のためには持続的な経済成長が必要とし、7 つの重要課題の 1 つに「経済成長のため

の環境整備」のなかで、優先活動に交通インフラの修復と近代化を挙げている。交通分野の

政策としては、MTPE が、「運輸・公共事業・機材省セクター政策書 2006～2010」を 2006 年

4 月に定めた。そのなかで、全国レベルで国民のアクセスを改善することを 2010 年までの達

成目標の 1 つに挙げ、具体的な取り組みの 1 つとして、「人々が国内を移動する公共交通を改

善する」ことを挙げている。したがって、本プロジェクトはブルンジの国家政策との整合性

が高いといえる。 

 

(2) わが国の対ブルンジ援助方針との整合性 

日本の ODA 大綱や中期政策では、紛争終結後の平和の定着や国造りのために、基礎生活

基盤の復旧などの人道・復旧支援をめざしている。その 1 つとして公共交通などの社会資本

を復旧して、経済社会活動を軌道に乗せるための環境を整備することの必要性が指摘されて

いる。2006 年外務省はブルンジ政府と二国間協力の再開に向けた政策協議を実施した。協議

の結果、日本は①「平和構築」、②「基礎生活環境改善」を対ブルンジ支援の柱と位置づけ、

これらの横断的課題としてインフラ整備・人材育成を支援していく旨をブルンジ政府と合意

した。その協議に引き続き、JICA は 2006 年 6 月に復興支援プロジェクト形成調査を実施し

た。その結果、ブルンジに対する JICA の協力の基本方針を「平和の定着」と「基礎生活環

境の改善」の 2 つとし、横断的投入として「インフラ整備」と「人材育成」を実施していく

こと、インフラ修復の一環として、運輸・交通分野を支援することを提案した。以上のこと

から、本プロジェクトの妥当性は高いといえる。 

 

(3) ブルンジ国民のニーズとの整合性 

ブルンジには鉄道が存在しないので、自家用の交通手段をもたない一般の住民にとって、

バスは市内の移動・郊外から市内への移動・都市間の移動・長距離移動の際の、主な移動手

段となっている。ブルンジには、OTRACO の他に民間バス会社があるが、民間バス会社は採

算制の良い都市部と、一部の都市間のみに運行を限っているので、地方部の住民は交通手段

を OTRACO の運営するバスに依存している。これらのことから、OTRACO のバス運行サー

ビスの量を向上させることを目的とした本プロジェクトは、国民のニーズと整合性をもつと

いえる。 
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(4) プロジェクトアプローチとの整合性 

OTRACO のバス運営、バス維持管理、バス運行管理に関する能力を向上し、3 支社の機能

を再活性することは、バスの運行サービスを質的及び量的に向上させるためのもっとも適し

たアプローチである。さらに、それらのサービスが継続すれば、国内の人々が円滑に移動で

きるようになる。 

 

４－２ 有効性 

 本プロジェクトでは、プロジェクト目標を達成するといえる。そのための各アウトプットの貢

献に関しては、効果的であった反面、課題も残っている。このことから、有効性は「中程度」と

考えられる。 

 

(1) プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標の指標 1 で述べたように、OTRACO を利用する乗客数は徐々に増加し、

乗客を満足させるサービスも開始された。すなわち、指標の達成度から判断すると、プロジ

ェクト目標の達成は十分に期待できる。 

 

(2) 「アウトプット」達成による「プロジェクト目標」達成への貢献度 

アウトプット 1 はバスの運営能力の向上、アウトプット 2 は維持管理能力の向上、アウト

プット 3 は運行管理能力の向上、そしてアウトプット 4 は支社の再建をめざしている。4 つ

のアウトプットはそれぞれプロジェクト目標の達成に貢献はしているものの、バス停が設置

されていない、バスの駐車場が限られているため別のバスへの乗り継ぎが悪いがなど「バス

運行サービスの質の向上」という点において課題が残っている。バス運行サービスの質の向

上に関して、具体的な指標ではないため、アウトプットが産出されれば、プロジェクト目標

が達成されるという論理性が不十分であった。 

 

４－３ 効率性 

 投入の実績状況及び投入により生み出される成果の程度の観点からみると、効率性は「比較的

高い」と考えられる。 

 

(1) アウトプットの達成度 

1) 事故処理要員は現地・プロジェクトが必要との計画が一致して設置された。これにより、

事故処理時間が 2～3 日に低減（通常警察処理から保険会社への申請までは 1 週間程度かか

っていた）され、より被害者への対応がスムーズに行えるようになった。また、保険処理

期間の短縮により修理期間も大幅に短縮された。 

 

2) プロジェクト期間中に、統計課を設置した。これにより、適切かつ効率的にバス運行路

線計画及び燃料消費計画が策定できるようになった。 

 

3) ルワンダ公共交通公社（Office National Des Transport en Commun, Rwanda：ONATRACOM）

は OTRACO との類似性が高く、プロジェクト期間中に 3 回の技術交換セミナーを行って
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きた。交換会では、活発な意見交換が行われた。OTRACO スタッフのインタビュー結果に

よると、参加者は全員、積極的に参加し、研修に対する満足度は高かった。 

 

4) プロジェクト期間中に、スタッフが個々に抱える理想と現実のキャパシティギャップを

埋め、職員の技術レベルを一定の水準へ押し上げ、更に発展させることができるよう、キ

ャパシティアセスメントを実施した。キャパシティの 3 つのレベル（個人、組織、制度や

社会）における問題点の概要を把握し、評価することにより個々の携わる業務のなかで何

のキャパシティが不足し、それを向上させるにはどのようなアプローチが必要なのか、計

画、管理、政策にかかわる具体的な目標が明らかになった。 

 

5) アウトプット 3 に関して、現時点では投入によって運行管理方法が確立されたまでであ

り、OTRACO がそれを効率的に運用していくためには時間を要する。 

 

４－４ インパクト 

 プロジェクトが想定していなかった複数の正のインパクトが認められており、3～5 年後に上位

目標が達成される可能性は「比較的高い」と判断できる。なお、現時点で負のインパクトは確認

されていない。 

 

(1) 正のインパクト 

1) 研修をとおし整備士が技術に自信をもち始めたほか、技術が定着するための自発的研修

を整備士だけでなく、運転手にも行うようになった。 

 

2) 運行本数及び路線数の拡張により、乗客数が著しく増大した。ただし、乗客数の増加に

よる市場の活性化などの影響は分かっていない。 

 

3) 市内の駐車場は市役所が管轄しており、プロジェクト開始前は OTRACO の車両の乗り

入れができていなかった。駐車場が利用できないことにより、OTRACO 本社の駐車場を利

用せざるを得ず、運行のたびに駐車場までの往復燃料代がかかっていた。プロジェクト開

始時より、使用の要請を行い、現在は 3 つの駐車場のうち 1 つを既に活用しており、1 つ

は改修中である。3 つ目の駐車場の使用に関しては、MTPE と市役所が協議を行うまでに

至っており、近い将来 3 つの駐車場が活用されることになる。 

 

(2) 上位目標の達成の見込み 

OTRACO のバス運行サービスは、路線数やバス運行本数が増加し、バス運行の質が向上

していると考えられ、ブルンジ全体でこれまで阻害されていた住民の移動が活発になること

が期待できる。その一方、バスの運行本数及び路線数を維持していくためには、補助金を確

保しつつも、運行本数の維持及び車検サービスによる収入を増加させることが重要である。

運営能力及び運行管理能力の向上、86 台のバス供与によりバスの路線数や運行本数を維持す

るとともに、補助金やレンタカー及び車検サービスによる収益を安定させれば、上位目標の

達成の可能性は高いといえる。 
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４－５ 持続性 

 持続性は以下の観点から「中程度」と考えられる。 

 

(1) 政策・制度的側面 

OTRACO は、「運輸・公共事業・機材省」傘下の公社であり、「運輸・公共事業・機材省

セクター政策書 2006～2010」でも運行サービスを改善することが計画されている。民営化は

計画されていないことから、同社の政策面での位置づけは当面変化ないと思われる。 

 

(2) 組織的側面 

WG の設立より、各セクションモニタリングを含めた各部門の結果・問題点を討議するよ

うになった。また、各職員にも情報が確実かつ迅速に伝わるようになった。今後も、WG が

中心となり、OTARCO の活動を継続及び促進されることが期待される。 

運転士は基本的に低学歴層であり、給与が安いにもかかわらず辞職率は低く、燃料盗難・

事故起因による懲戒解雇が主である。一方、比較的高学歴職員は低給のため辞職する傾向に

ある。このため昨年度はボーナスの支給（3 カ月分）などモチベーションを高める運営を行

った。OTRACO は、能力の高い職員を継続して雇用するために、ボーナスなどのインセンテ

ィブを提供するべきである。 

プロジェクト開始時より、WG や整備士及び運転手の能力向上研修を繰り返し実施してき

た結果、能力が徐々に定着しつつある。しかし、能力や技術の定着には整備士及び運転手の

なかで依然ばらつきあり、技術や能力が確実に定着するまでには時間を要することが予想さ

れる。したがって、技術定着のための再活性化研修を取り入れる必要がある。 

 

(3) 財政的側面 

本プロジェクトによって収支データを各路線に対して算出することが可能となった。

OTRACO は、赤字路線の数、その金額を把握している。そのようなデータが入手可能になっ

たため、OTRACO は政府に申請古補助金金額を算出している。補助金による援助はあるもの

の、収益の増加によって OTORACO の決済は単年度ベースで黒字に転じていることが確認さ

れた。赤字路線はあるものの、運行による収入、政府からの補助金及びその他のサービスに

よる収入で補填している。今後、プロジェクトで得たものを継続させるにあたり、OTRACO

自身による収益を安定させるとともに、地方を含む全赤字路線を賄える補助金が政府より支

給されることが重要となる。 

 

(4) 技術的側面 

研修終了後、研修で習得したことを既に実践に移している整備士もいる。またインタビュ

ーを行ったほとんどの整備士は、自らの技術や能力に自信をもっている。こうしたことから、

整備士における技術の活用・普及の可能性は十分にある。しかしながら、各技術が完全に整

備士に定着するまでには時間を要すると思われる。プロジェクト終了後も、活動の継続的な

モニタリング・評価が必要である。また、技術の定着化のための再活性化研修の実施も有効

であると思われる。 
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第５章 結論 
 

結論としてプロジェクト終了時までに、ブルンジと日本国双方の努力により、プロジェクト目

標である「OTRACO のバス運行サービスの質・量が向上する」はおおむね達成されるといえる。

そして、日本から無償供与された 86 台のバスもプロジェクト目標達成に大きく寄与した。 

評価 5 項目に関し、妥当性、効率性、インパクトは満足のいくものであった。バスの路線数・

運行数がともに増加し、その結果、バスの利用者数が増加したことが認められた。バス運行計画

は、バスデータベースだけでなく乗客のニーズに基づいて修正され、その計画に基づいて効率的

な利用がなされている。 

一方、有効性は十分ではなく、更なるサービスの質の向上が望まれる。持続性の確保に関して、

運転手や整備士は定期点検や修理などの OJT（On-the-Job Training）に参加し、そこで技能や知識

を身に着けるとともに、各部門では持続可能性の研修を開始した。また、運転手付レンタカーな

ど新しいサービスを開始し、OTRACO の申請額には満たないが補助金も支給されることによって

OTRACO の収入が増加した。今後は技術の定着や収益の安定のために、OTRACO はプロジェク

トで得たことを継続する努力が必要となる。これが満たされ、プロジェクトで得たことを維持さ

せれば、上位目標が達成される見込みは高い。 

評価調査団は、OTRACO が継続的な管理を続け、バスの路線数や運行回数を減らさないととも

に、利用者の要望に沿ったサービスの質を向上させ、供与した 86 台のバスをプロジェクト終了後

も長期的に使用すると期待している。 
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第６章 提言 
 

終了時評価の結果に基づき、OTRACO 及び MTPE に対して以下のとおり提言を行う。 

 

６－１ OTRACO に対する提言 

(1) 不採算路線の継続の判断 

OTRACO は主に①都市内路線、②都市間路線、③通学バス、④国際路線を運行しており、

①、④を民間が中心に運行し、②、③に関しては 8～9 割程度を OTRACO が運行している。

特に②の都市間路線（地方都市間）の維持は地域間の足を確保するうえで社会的意義が大き

い。しかしながら、これらの路線は、運賃による収益と公益性のトレードオフから慢性的な

不採算路線となる傾向が高く、現在②は 1 億 8,600 万ブルンジフランの黒字であるが、これ

はプロジェクトにおいて収支の改善がまず必要と考え、不採算路線の廃止を行ってきた結果

である。［③は 4 億 3,400 万ブルンジフランの赤字（見積りベース、2012 年）となっている。］

以上のように不採算路線は経営面のみで評価した場合、廃止する方が合理的と判断されてし

まう。しかしながら、ブルンジ国民の移動手段を確保することは公的機関に求められる役割

であり、関係省庁や裨益住民の意見も参考とし、不採算路線であっても極力維持していくこ

とが望ましい。 

 

(2) 収支データに基づいた補助金の申請 

公益性のため維持していくことが重要と考えられる不採算路線については必要経費を確

保しなければならない。本プロジェクトによって収支データを各路線に対して算出すること

が可能となったため、当データに基づき根拠を示したうえで補助金を申請するプロセスを確

立することが望ましい。 

 

(3) スペアパーツ購入、車両更新にかかる費用の予算計上 

2010 年に日本より供与されたバスは、約 2 年分のスペアパーツも含まれている。しかしな

がら、それらの枯渇後、損傷箇所、交換部品が一斉に増えることが予想される。同様に、損

傷箇所の放置は更なる故障を引き起こし、バスの老朽化を著しく早める。これを最小化する

ためには、2012 年度において 2 億 5,000 万ブルンジフラン（予測値）の部品予算措置を行う

必要がある。またすべてのバスを維持していく場合、2012 年度を基準とし、年率 5％程度増

加を見込んだ部品予算措置を行うことが必要であることから、維持管理費と更新費を比較し、

廃車か更新かを判断することが重要である。 

 

６－２ 運輸・公共事業・機材省に対する提言 

(1) 必要な路線及びサービス水準の策定 

上記(1)において提言したとおり、不採算路線でも維持していくことが重要と考えられる路

線を定義するため、ブルンジ国民が最低限確保されるべき移動の権利とそれを満たすバスの

サービス水準について明確にする必要がある。具体的には、最低限確保されるべきブルンジ

国民の活動（買い物、通院など）について定義をし、その活動を保障するために必要な路線

やサービス水準の最低限のライン（運行頻度、バス定員）を提示する必要がある。上記事項
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を決定していく際には、ブルンジ国民のニーズと OTRACO 側のリソースを十分に把握した

うえで、市民側の負担（運賃）及び公的機関の負担（補助金）について双方が過度な負担に

ならないよう調整するのが望ましい。 

 

(2) 補助金の確保と OTRACO の経営体質の管理 

上記６－２(1)で定めた路線とサービス水準はシビルミニマムを満たすために必要なもの

であるため、これを保持していくために必要な経費は補助金として確保することが必須であ

る。その際、上記６－１(2)にて OTRACO にも提言したとおり、OTRACO からはデータによ

って必要な補助金が申請される必要があるが、OTRACO が過度に補助金に頼った経営体質に

ならないよう、定期的に路線、サービス水準及び経営状況についてチェックを行うシステム

を構築することが重要である。 
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第７章 教訓 
 

終了時評価の結果に基づき、類似案件への教訓は以下のとおりである。 

 

７－１ バス公社によるバスサービスに対する先方政府の認識 

公共バスサービスは、鉄道などの軌道系公共交通と異なり、既存のインフラ（道路など）が活

用でき、容易に路線・運行頻度などを決定できるという性質ももつうえ、車両の調達と許認可で

開業できるため、開発途上国においては民間企業（もしくは個人）が参入しやすいセクターとな

っている。本プロジェクト対象国のブルンジにおいてもワゴン型の乗用車を用いて公共バスサー

ビスを提供している姿が至る所で見られ、ある程度の需要がある場所に関しては、市場の原理に

よる価格競争が働き、安価な庶民の移動手段が確保されている。 

このような条件の下、本プロジェクトの先方実施機関のような公の組織が運行する公共バスサ

ービスは、市場の原理では供給されない収益性の低い箇所（特に地方）においても市民の足が確

保されることが国や自治体の政策として重要である、という前提のもとで成り立っている。した

がって、バス公社による経営努力は重要であるものの、経営努力で賄いきれない部分については

国や自治体が必要な負担（補助金や免税・減税措置など）をしなくてはならない。 

以上より、先方政府に対して上記の認識を確認し、適切な政府の支援がなされるよう配慮する

必要がある。 

 

７－２ バス公社の経営状態を悪化させる外部要因 

上述した国や自治体による負担（補助金や免税・減税措置など）が適切に行われていたとして

も、開発途上国においてはバス公社の経営状態を悪化させるさまざまな外部要因が存在し、それ

らのリスクをどのように取るかを確認する必要がある。以下に本プロジェクトを通じて得られた

教訓を記載する。 

(1) 舗装状態による車両の故障 

道路（特に地方道路）の舗装状態が劣悪なため、このような道路を走行することでバス車

両が頻繁に故障し、修理費が嵩むことが多発する。道路の舗装状態の改善を先方政府に求め

ることも重要であるが、道路補修予算も潤沢でないことから、バス車両をより強固なものに

するなどの工夫が求められる。 

 

(2) スペアパーツなどの他国からの輸入 

内陸国やメーカーの販売店がない国では、スペアパーツや燃料などを他国からまたは他国

経由で輸入しなければならない場合があり、そのため値段が高くなっている。できるだけ仲

介業者を経由しないで購入する、大量購入することで単価を抑えるなどの工夫が求められる。 

 

(3) 民間企業組合の存在 

上述したとおり、公共バスサービスは民間企業が多く参入しており、それらの民間企業が

組合を形成している場合がある。組合が政治家へのロビー活動を行った結果、組合加盟企業

に優位となるような規制（好立地なバスターミナルの使用を特定企業のみに認めるなど）が

実施される場合があるため、不当な規制を是正し、利用者が不利益を被らないよう先方実施

機関の経営陣が政治家などへのアピールをすることが重要である。 



 

 

 

 

 

付 属 資 料 

 

 

１．協議議事録（英語版） 

２．協議議事録（仏語版） 

３．評価調査結果要約表（英語版） 
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Summary of Terminal Evaluation 

 1. Outline of the Project 

Country：Republic of Burundi  Project title：Rehabilitation of Public Transportation 
Project / Projet de Réhabilitation du Transport Public 

Issue：Transportation Cooperation scheme：Technical Cooperation 
Division in charge： 
Transportation and ICT Division 2, Economic 
Infrastructure Department 

Total cost（At Terminal Evaluation）：345 million yen  
 

 
 

Period 
of 

Cooperation

(R/D)： 
1st April 2009 - 31st March 2012 
(Extension)： 
1st April 2012 – 1st July 2012 

Partner Country’s Implementing Organization：Ministry 
of Transport, Public Works and Equipment, Office des 
Transports en Commun（OTRACO） 
Supporting Organization in Japan：- 

Related Cooperation ： Emergency Study on Urban 
Transportation in Bujumbura (2006), Grant Aid on 
Rehabilitation of Public Transportation (2009) 

 1-1 Background of the Project  

  Since the independence from Belgium in 1962, Burundi has been suffered from the ethnic violence 

between Hutu and Tutsi, and years of civil war have impeded investment in infrastructure and its 

maintenance.  

  The civil war for last more than 10 years has been terminated in SEP 2006 and the government of 

Burundi has tried to achieve ” Equitable and sustainable growth”, which is one of the policies of 

Poverty Reduction Strategy Paper (PRSP), by activating economy and social activities.  

  Accordingly, the improvement of infrastructure in the rural areas where 90% of the total population 

resides is imperative for the policy to succeed. In such situation, bus is one of the most important 

means of public transportation connecting Bujumbura, capital of Burundi, and rural areas.  

OTRACO, which conducts almost of all bus operation in Burundi, has owned approximately 100 buses 

before the civil war. However, the bus maintenance has not been done properly because of the civil war 

and not only buses but equipment for maintenance and facilities have become older gradually.  

  Based on the background, the Government of Japan has proposed through the Emergency Study on 

Urban Transport in Bujumbura to improve the overall situation of the urban transport system in the 

capital by formulating an urban transport plan, including technical support to OTRACO.  

Thereby, the Government of Burundi requested the technical assistance to improve the bus service 

qualitatively and quantitatively by OTRACO to the Government of Japan. Based on the request, 

“Rehabilitation of Public Transportation Project” has been started since April 2009 with the duration of 

three and a quarter years with the aim of improvement of the bus service qualitatively and 

quantitatively by OTRACO in cooperation with JICA. 

  As the cooperation project relevant to this project, 86 buses have been provided to TORACO in 

2009 through the Project of Rehabilitation of the Public Transportation which is Japanese Grant aid.  
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 1-2 Contents of Cooperation   

The aim of the Project is to improve the service of bus operation quantitatively and qualitatively 

through strengthening the institutional capacity of OTRACO and staff 

(1) Overall Goal：   
 The movement of people increased through improvement of public transportation 
(2) Project Purpose：  
 The service of bus operation by OTRACO improve quantitatively and qualitatively 
(3) Outputs： 

1)
2)
3)
4)

Capacity of bus management of OTRACO is improved 
Capacity of bus maintenance of OTRACO is improved 
Capacity of bus operation control of OTRACO is improved 
Function of branches of OTRACO is reactivated 

(4) Inputs  

Japanese side：Total cost  JPY 345 million 

Number of Japanese experts dispatched： 3 long-term and 3 short-term 3 experts (75.50M/M) 

Number of trainee dispatched in Japan：  7 

The amount of equipment provided：  JPY 57,101,010 

Local Cost： JPY16,165,000 

Burundi side：Total cost  JPY 0 

Number of Counterpart： 7 

Land and facility Provided： Office rooms for the Project in OTRACO building  
* The exchange rate (OANDA. http://www.aonda.com/. The rate in 2nd July has been used

 2. Outline of the Evaluation team  

Japanese 
side 

Mr. Shigeki MIYAKE 
Director, Transportation and ICT Division 2, Economic 
Infrastructure Department, Japan International Cooperation Agency 
(JICA) 

Mr. Yutaro KANEKO
Transportation and ICT Division 2, Economic Infrastructure 
Department, Japan International Cooperation Agency (JICA) 

Ms. Chiaki YAMADA Evaluation Analyst, Pegasus Engineering Corporation 

Mr. Kazuo ANDO Interpreter, Japan International Cooperation Centre 

Burundi side

Mr. Philbert NSANSAMAHORO Advisor of General Direction, Ministry of Transport, 
Public Works and Equipment 

Mr. Nibitegeka HERMENEGILDE 
Director, Office des Transports en Commun 
(OTRACO) 

Period of 
Evaluation 1st April 2009 to 1st July 2012 Type of Evaluation Terminal Evaluation 

 3. Results of Evaluation  

 3–1 Project Achievement 

(1)  Achievement of the Project purpose 
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Project purpose：The Project purpose is largely likely to be achieved except the improvement of the 

bus service qualitatively.  

Based on the revised bus operation plan, the number of bus routes has been expanded, and the 

frequency of bus operation has been increased. These results mentioned above have resulted in 

covering 80% of the overall land in Burundi. Moreover, the number of passengers is expected to 

increase by approximately 11 times (137 passengers in 2009 and 1,582 passengers in 2011) as 

compared to the beginning of the Project. The number of passengers is estimated to be 1,701 in 2012.  

  During the Project, the training has been implemented on each working group and Departments. 

Especially, it produced positive changes on the capacity and the professional awareness of mechanics 

and drivers. OTRACO has undertaken great changes, for instance, proper bus operation management 

and punctual bus operation become possible. Moreover, new services such as rent-a-bus for 

ceremonial occasions have been launched. 

  On the other hand, based on the baseline survey conducted in January 2012, OTRACO is still lower 

than private bus companies in terms of the accessibility, the number of bus stops and the regularity of 

operation. OTRACO needs to improve the services for passengers, such as the establishment of 

parking in the city, training of the safety driving for bus drivers and the increase of the number of bus 

stops. 

(2)  Achievement of Outputs 

Output 1：Largely Achieved 

86 buses were provided by the Japanese Grant Aid and the bus operation plan was revised based on 

the database and the results of baseline survey. As a result, the number of passengers has increased, 

which is approximately 3 times larger in 2012 compared to those of 2009. On the other hand, 

appropriate staff allocation based on the bus management plan has been achieved in the headquarters 

of OTRACO, there are still several issues to be considered for Department of Follow-up and 

Monitoring. The budget has been executed based on the plan. The income of OTRACO is expected to 

be approximately tripled in 2012 compared to the beginning of the Project(1,422 million FBU / 2009, 

3,976 million FBU / 2012, including subsidy）. Furthermore, OTRACO has started purchasing new 

vehicles using its own funds, and a few vehicles are supposed to be purchased every year according to 

the medium- to long-term plan.  

Output 2： Achieved 

Concerning the capacity building, the capacity of mechanics has been improved certainly 

through the training and they are confident and proud of their skills and capacity as mechanics. 

They also have started in-house training about simple repair for drivers. Work contents and 

procedure of each section, such as maintenance, spare parts and statistic have been clarified 

because the manuals for maintenance and management have been updated. Before the beginning 

of the Project, bus inspection has not been done periodically and buses have been repaired only 
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when they are broken. Through the project activities, the system/procedure for bus maintenance 

such as periodic inspection and diagnostic of buses has been established. Moreover, spare parts 

utilized for inspection and repairing have been classified and allocated according to the purpose of use. 

As a result, it is easy for mechanics in Maintenance Department to figure out the number and type 

of parts left.  

Output 3：Partly Achieved 

OTRACO had not controlled bus operation plan systematically before the beginning of the Project, 

and the bus operation plan has been developed based on an individual's experience. Therefore, the plan 

and management of operation control had not stabilized the quality of maintenance and services. In 

order to create a bus operation plan appropriate for needs of bus users, bus operation control tools, 

such as Bus Line Diagnosis Chart, Bus Vehicle Diagnosis Chart have been developed in the Project. 

As a result of using tools mentioned above, current issues of the operation control, strategy design for 

issues and how to improve the bus operation control have been clarified. However, there is a necessity 

to further strengthen the collaboration between Transport and Statistic section in the future. More time 

will be needed if OTRACO utilizes the bus operation control tools across the entire organization 

efficiently. As for the service of bus operation, as the number of bus operation has been increased, the 

number of accidents has been increased. Therefore, the training about the safety driving has been 

started. After the end of the Project, it is necessary to continue the training.  

Output 4：Achieved 

Although Ngozi branch has been established in 2008, there was only 1 route operated and it was not 

practically functioning at the beginning of the Project. Gitega and Bururi branches have been 

established in 2010 and 2012 respectively. At the terminal evaluation, there are 25 in Gitega, 16 in 

Ngozi and 8 Bururi respectively in the number of bus routes. The bus operation management of 3 

branches has been managed by headquarters. Not only new services such as rent-a-bus for ceremonial 

occasions and school bus has been started but also the bus operation management and the small-scale 

bus maintenance have been implemented at branches’ judgement. Considering several issues such as 

distances between the headquarters and the branch office, availability of human-resource etc., the 

present operational system are suitable for both headquarters and branches. Concerning the function of 

3 branches, the operational system and the small-scale maintenance system have been conducted, 

namely, it can be said that the branch function of OTRACO has been reactivated. 

 

 3–2 Summary of evaluation result 

(1) Relevance：High 

  “The infrastructure management for the economic growth” has been taken as one of important 

issues in Poverty Reduction Strategy Paper (PRSP), and it stated that the restoration and 

modernization of infrastructure would be the prioritized area. “Policy document for Ministry of 
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Transport, Public Works and Equipment 2006-2010” has addressed that the improvement of mobility 

at national level has to be achieved by 2010.  

  Concerning the Japanese Country Assistance Program for Burundi, the consultation has been held 

between the governments of Japan and Burundi in 2006. They both agreed to focus on the 

development of infrastructure and human resource, and also agreed to support the transportation and 

traffic sectors as a part of infrastructure development.  

  Since there is no railroad in Burundi, bus service is a main transportation among cities and 

between urban and countryside for people. Nevertheless there are several private companies, they 

have not operated buses on inter-urban routes which might be unprofitable routes. Hence, people have 

to depend on OTRACO for the mobility to countryside.  

  To improve capacity of bus management, bus maintenance, bus operation control of OTRACO and 

to reactivate functions of 3 branches are an appropriate approach to improve the bus operation service 

quantitatively and qualitatively. As seen above, the relevance of the Project in Burundi’s national 

policy, the Japanese Country Assistance Program for Burundi, People’s needs and the project 

approach is high.   

(2) Effectiveness：Moderate 

  Output 1 and 2 aim to improve the capacity of bus operation and maintenance of OTRACO 

respectively. Output 3 also targets the improvement of capacity on OTRACO’s bus operation control. 

The aim of Output 4 is to reactivate the function of 3 branches.  

  Although each output has constituted effectively the achievement of the Project purpose, there is a 

still challenge in improving the service of the bus operation. The Project logic is that if outputs have 

been achieved, then the Project purpose has been achieved by itself. However, it has not been 

appropriate in the Project, therefore, the effectiveness of the Project is moderate.  

(3) Efficiency：Relatively High 

  Exchange seminars have been held 3 times with Office National De Transport En Commun 

(ONATRACOM）  during the Project. ONATRACOM is quite similar with OTRACO in the 

institutional, financial and operational aspects Participants had a productive dialogue between 

seminars.  

  Challenges of OTRACO staff and OTRACO itself have been clarified after the implantation of the 

capacity assessment. Types of approach to overcome the challenges also become clear.  

  Furthermore, the input of Japanese experts, whose sectors in charge are appropriate for the project 

and communication skills are high, is definitely an encouraging factor for the progress of the 

activities. As the above, it can be said that inputs during the project have contributed the achievements 

of outputs.  

(4) Impact：Relatively High 

If the capacity of bus management and bus operation control are improved, and the number of bus 
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route and bus operation brought by the provision of 86 buses is maintained, it can be said that the 

possibility of achievement on the overall goal is high.   

Ripple effects have been confirmed through the interview and questionnaire as below.  

・ Not only mechanics are confident of their technics through the training but they have started the 

in-house training by them own and for drivers.   

・ The number of passengers has been increased because of the increase on the bus routes and bus 

operation.  

Negative impacts have not been found at the terminal evaluation. As mentioned above, a few 

positive impacts have happened. It is said that the impact is relatively high.  

(5) Sustainability：Moderate 

Policy Aspects 

  OTRACO is a public corporation under Ministry of Transport, Public Works and Equipment and its 

mission is to transport people by bus. According to the policy document, “Policy document for 

Ministry of Transport, Public Works and equipment 2006-2010”, OTRACO is recognized as a 

implementing agency to improve People’s mobility at the national level. Since the privatization of 

OTRACO has not been planned, the fundamental policy will be continued for the foreseeable future. 

Institutional / Organizational Aspects 

 In order to maintain the service of bus operation, OTRACO has to offer the better job environment 

such as benefit packages and bonus for staffs. And re-training for not only working group but 

mechanic and driver will be necessary to establish the capacity and technique acquired through the 

Project. 

Financial Aspects 

  The Project enabled to calculate the data of income and expenses on each bus route through the 

project activities. As the result of that, OTRACO made it possible to recognize the number of 

unprofitable bus routes and the amount of deficient on them. For the future, it is important for 

OTRACO to make the income and expenses stable and to ensure the subsidy for covering the 

unprofitable bus routes.   

Technical Aspects 

 Techniques and knowledge transferred to OTRACO staff through the project has corresponded to 

their needs. However, it will take a time for staff to secure the technical durability. The 

implementation of training continuously will be vital in the future.  

 

 3–3 Factors that promoted realization of effects 

(1) Factors concerning to planning 

Adoption of working groups：Working group has been organized each department at the beginning 

of the Project. It is in charge of sharing information from the Project to departments and then sections, 
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discussing and sorting out problems and implementing activities as the result of that, the project 

activities have been implemented smoothly and effectively.  

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

    Factors have not been found.  

 

 3–4 Factors that impeded realization of effects 

(1) Factors concerning to planning 

The dispatched periods of the Japanese expert of bus service management：Although the Japanese 

expert of bus service management dispatched contributed to improve the capacity of bus operation 

management, timing of dispatch was from the second year of the project, therefore, the length of time 

to transfer the techniques was not enough. It will take more time for OTRACO to utilize the bus 

operation control tools effectively. Before the end of the Project, the practice of tools should be settled 

down to the project.  

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

The occurrence of a traffic accident：After the number of routes has been expanded through the 

provision of 86 buses in 2010, and 95 traffic accidents have occurred in 2011. Processing of the 

insurance and vehicles repair has spent a huge amount of time, the Project has recommended 

OTRACO to allocate a staff for processing of the insurance. As the result of that, Correspondences 

and repair of vehicles after an accident became quickly and smooth. Conducting training of the safety 

driving lessons for drivers has resulted in decreasing traffic accidents happened.  

 

 3–5 Conclusion 

In conclusion, the Project purpose “the improvement of the service of bus operation qualitatively 

and quantitatively” is largely likely to be achieved before the end of the Project. Concerning 5 

evaluation criteria, Relevance, Efficiency and Impact are acceptable results. On the other hand, 

Effectiveness is not a satisfactory result and the service of bus operation qualitatively is expected to 

be improved. Concerning securing the sustainability, OTRACO needs to continue the activities and 

encourage staff to maintain the capability of techniques in order to keep up the skills and also 

establish a stable income. By doing these mentioned above, the Overall goal is expected to be 

achieved.  

 

3–6 Recommendations 

(1) Recommendations for OTRACO 

a) Continuation of unprofitable routes 

OTRACO operates mainly 4 bus routes such as ①Inner-city route, ②Inter-city route, ③School bus 

route and ④International route. ①Inner-city and ④International routes are cooperated with private 
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sector. On the other hand, about 80 to 90 percent of ②Inter-city routs and ③School bus routes are 

operated by OTRACO only. Especially, sustaining the ②Inter-city route has high social significance in 

order to secure the accessibility of citizens who live in the suburbs or regional area. These routes 

chronically fall into unprofitable routes because of trade-off between the profit by bus fare and the public 

welfare. ②Inter-city route now becomes profitable route (186 million BIF/year), however, it’s because the 

Project thought that it’s important to improve the balance of payments for the 1st stage then abandon the 

unprofitable routes.  (Actually, deficit of 434 million BIF/year for School bus route; based on the 

estimation of year 2012). Considering the prospect of profit only, it seems rational to discontinue these 

routes. However, securing the minimum accessibility of citizens is social responsibility of OTRACO and 

OTRACO has to sustain these routes (even unprofitable routes) by adjusting the opinion of Ministry 

concerned and citizens.  

b) Application of subsidy budget based on the data 

For unprofitable routes which are supposed to sustain for the public welfare, necessary expense must be 

kept. OTRACO now becomes available to calculate the balance of each bus route by the support of the 

Project so that OTRACO shall establish the application and negotiation process of subsidy budget based on 

the data. 

c) Purchase of the spare parts for buses and budget inclusion for renewing them 

Buses provided from Japan in 2010 include spare parts for 2 years. However, after all spare parts are 

exhausted, rapid deterioration will be expected if they are not restocked. Moreover, neglect the minor 

damages and troubles, it aggravate the failure more seriously. In order to minimize the failure, it’s 

necessary to appropriate 250 million BIF for the budget of spare parts in FY2012. And if OTRACO 

maintain all buses continuously, the necessary budget will increase about 5 percent per year relative to the 

budget in FY2012. Therefore the JICA suggest scrapping or renewing the decrepit buses by comparing 

maintenance and renewing cost. 

 

(2) Recommendations for Ministry of Transports, Posts and Telecommunications 

a) Guidelines of necessary routes and level of services for bus operation 

In order to define necessary routes (even unprofitable routes) of OTRACO’s operation, it’s necessary to 

clarify the minimum accessibility for citizens to be secured by government and the level of bus services 

which satisfies citizens (such as for shopping or hospital visit). And government needs to indicate the 

frequency of operation and capacity for these routes. It’s preferable to adjust cost sharing by citizens (fare) 

and government (subsidy) not to overburden each other when determining them. It’s also necessary to refer 

the needs of citizens and resources of OTRACO when determining them. 

2) Securement of subsidy and management of OTRACO 

The routes and level of services determined above (2) a) are the one which satisfies “Civil Minimum” so 

that the lack of operation cost for sustaining minimum services should be covered by subsidy. The subsidy 
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should be applied base on the balance data suggested by OTRACO as mentioned above (1) b), however, 

it’s important to make the check system which government can clarify the affairs of OTRACO regularly by 

the balance of cost and income, level of service and management of OTRACO to prevent the lax 

management. 
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